
農薬的資材リスク情報収集事業（新規）

１ 趣 旨

輸入野菜の残留農薬問題や無登録農薬の販売・使用問題を契機に、農薬の

安全性に対する国民の関心が高まっている中で、植物活力剤、植物保護液、漢

方資材等と称する安全性未確認の市販資材が農薬的に使用されている現状がみ

られる。

こうした農薬的資材の中に化学合成農薬が混入されていた事例があり、農薬

を使用しなかったはずの農産物から残留農薬が検出されて食品衛生法違反とな

るおそれがある。また、農薬取締法の改正により、有害でないことが明らかな

農薬については、特定防除資材（特定農薬）として指定されれば登録を要しな

いこととなったが、指定のためには多くの農薬的資材の評価が必要となってい

る。

このため、登録を受けていない農薬的資材の安全性等を確認するとともに関

連の情報を収集・整理し、その結果を消費者、生産者等に対して分かりやすく

情報提供することにより、「食」の安全・安心体制の構築を図ることとする。

２ 事業内容

（１）化学合成農薬の混入確認試験

市場に流通している農薬的資材について、化学合成農薬の混入や有害成分

の分析を行う。その結果は消費者、生産者等に対し情報提供するとともに、

農薬取締業務に活用する。

（２）安全性・薬効確認試験

農薬的資材について、動物実験等を実施することによりその毒性や変異原

性など安全性に関する情報を得るほか、作用や薬効の確認等を行う。その結

果は消費者、生産者等に対し情報提供するとともに、特定防除資材（特定農

薬）の指定に活用する。

（財）残留農薬研究所３ 委託先

平成１６年度～平成１８年度４ 事業実施期間

１５８（０）百万円５ 平成１６年度内示額

[担当課：消費・安全局農産安全管理課]
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◎化学合成農薬
　の混入事例もあ
　り、作物への農
　薬残留が心配
◎安全性や薬効
　が不明

◎「植物活力剤」、「植物
  活性液」、「漢方資材」
　等の農薬的資材が多数
  販売
◎薬草等から農薬的資材
   を使用者が自家製造

事　業　内　容

？ ？

　農薬的資材の科学的評価のため、
リスク情報を収集

◎化学合成農薬の混入を分析

◎薬効の確認（確認されれば
　　農薬と判断）
◎安全性の確認（動物実験など）
◎作用のメカニズムの解明



埋設農薬最終処理事業（拡充）

１ 趣 旨

残留性有機塩素系農薬（ 、 等）については、環境中に長期間残留BHC DDT
し人畜に悪影響を及ぼすことから昭和４６年に販売禁止等の措置がなされ、回

収された農薬については、昭和４６、４７年に国の補助等により地中に埋設処

理された。この埋設農薬は、現在約３６８０トンが確認されている。

上記農薬を含む１２種類の残留性有機汚染物質については、我が国が平成

１４年に批准したストックホルム条約（ 条約）において、その適切な管POPs
理とその処分を行うことが義務付けられた。

このため、埋設した農薬を掘り出し、これを化学的に安全な方法により最終

的な無害化処理を行うことにより、条約の履行と人の健康と環境の保護を図る。

２ 事業内容

埋設処理された残留性有機塩素系農薬を掘り出し、その状態に応じた安全な

処理技術を事前に試験した上で安全に最終的な無害化処理を行うとともに、埋

設地点周辺の環境（土壌、水質）の状況を確認する。

都道府県、管理組合等３ 事業実施主体

平成１４年度～平成２０年度４ 事業実施期間

４００（１５０）百万円５ 平成１６年度内示額

１／２６ 補助率

[担当課：消費・安全局農産安全管理課]
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農薬情報の迅速かつ体系的な公開体制の整備事業（新規）

１ 趣旨

、 （ 、 、農薬取締法の改正に伴い 農薬の使用基準 適用農作物 使用時期

総使用回数等）の遵守が義務づけられた中で、農薬の使用方法等の登

録情報を農薬使用者等に周知することが従来にも増して重要となって

いる。

このため、農薬の新規登録、適用変更、登録失効時に使用方法等や

安全性等の情報が速やかに生産現場及び流通・消費関係者へ提供でき

るよう、農薬使用者や食品産業事業者はもとより、一般国民にも指導

者が利用しやすい形でのデータベース化し、インターネット等による

広報を推進する。

２ 事業内容

（１）農薬情報のデータベース化

（２）ホームぺージによる公表（情報提供）のためのシステム構築

３ 交付先

独立行政法人農薬検査所

４ 事業実施期間

平成１６年度～

５ 平成１６年度内示額

（独）農薬検査所運営費交付金 ８２４（７５５）百万円の内数

【 】担当課：消費・安全局農産安全管理課



農薬情報公開体制強化事業

現状（問題点）

平成１４年７月以降、無登録農薬の販売、
流通、使用が明らかになり、農作物の安
全性に不信感を抱く消費者が急増

農薬検査所における農薬情報に関する
データベースの構築、情報提供のための
ホームページシステムが不十分

無登録農薬の製造、加工、輸入の
禁止、使用基準の遵守等を規定す
る農薬取締法の改正（H15.3.10施
行）により、失効農薬、登録農薬
の使用基準に関する情報提供に対
する需要が増大

農薬の安全性等に関する情報提供
を求める消費者からの声が増大

対 応

１．農薬検査所ホーム
ページのシステム改善

２．農薬情報に関する
データベースの充実

成 果

１．農薬使用者への使用
基準の遵守を徹底

２．農薬の安全性等に関
する情報の提供

国民（農薬使用
者・消費者）が
使い易い、検索
方法による農薬
に関する情報の
提供

農薬の使用方法
農薬の安全性

・国民に対する安全
な農作物を供給
・使用基準等を知ら
ないことによる不
本意な農薬取締法
違反者の減少

・国民の農薬に対す
る理解の増進
・国民の知る権利へ
の貢献


